
































































































































































職　 位 契 約 形 態 最 低 年 間給 与 最 高年 間給 与
教　 授
9ヶ 月契 約　 － 37，750 109，370
9．5ヶ月 契 約 39，658 115，446
12ヶ月 契 約 50，094 146，827
準 教授
9ヶ 月契 約　 ■ 3（），809 95，715
9．6ヶ月 契約 32，521 101，032
12ヶ月 契 約 41，079 127，619
助 教 授
9ヶ月 契 約 25，070 76，388
9．5ヶ月 契 約 ■26，463 80，632
12ヶ月 契 約 33，427 101，032
リサ ー チ ・ア ソ シエ イ ト
9ヶ月 契 約 26，070 76，388
・9．6ヶ月 契 約 26，463 80，632
12ヶ月 契 約 33，427 101，851
講　 師
9ヶ月 契 約 19，777 58，492
9．6ヶ月契 約 20，876 61，742
12ヶ月 契 約 26，370 77，990
研 究 助 手
9ヶ月 契 約 19，777 58．，492
9．5ヶ 月 契約 20，876 61，742





































































































































同 僚型 官嘩 型
（緩 や か ） （ｃｏ胸 ｉｕ皿） （ｂｕｒｅａｕｃｒａｃｙ） （厳 格 ）
企 業 型 法人 型
（ｅｎｔｅ叩 ｒａｉｓｅ） （ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）
（厳　格）
出所：ＭｃＮａｙ，Ⅰ，，“ＦｒｏｍｔｈｅＣｏｌｌｅｇｉａｌＡｃａｄｅｍｙｔｏＣｏｒｐｏｒａｔｅＥｎｔｅｒｐｒｉｓｅ：Ｔｈｅ
ＣｈａｌｌｇｉｎｇＣｕｌｔｕｒｅｓｏｆＵｎｉｖｅｒｓｉｔｉｅｓ．”ＩｎＳｃｈｕ11ｅｒ，Ｔ．（ｅｄ．）．ＴｂｅＣｂａＤｇｊＤｇ・
ＵｈＩｖｅｍＩｔｖ？Ｂｕｃｋｉｎｇｈａｍ：ＴｈｅＳｏｃｉｅｔｙｆｏｒＲｅｓｅａｒｃｈｉｎｔｏＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎ
ａｎｄＯｐｅｎＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙＰｒｅｓｓ，1995，ｐ．106．
ＭｃＮａｙの4つの組織文化は、どの大学にも内在しているが、当該国の高等教育の歴史や大学の設
立経緯や行政などによって、その割合は異なる。この4つの組織文化の割合は重要であり、この割
合によってその大学の特色、つまり存在意義や価値観、制度また大学文化や構成員の行動様式など
が異なってくる。大学やそれを取り巻く社会動向が安定的に推移しているとき、この組織文化のあ
り方は、大学運営にとって重大な影響はないが、大学変革期において、当該大学の組織文化の中で
ＭｃＮａｙの四文化がどのように按分されているかが非常に重大な意味を持つ。とくに意思決定の仕組
みや、社会動向に適応するための大学にする上での各種の改革を行う上で、この組織文化が大きく
影響する。また、重要なのは、それが「文化」である点である。これが、規則や規定であれば、必
要に応じて改変すればよいのだが、ｒ文化」であるそれは、永い年月を重ねて形成されてきただけに、
そう簡単に変革できない。
この中から法人型の組織文化に焦点を当て、教職員のミッションについて検証する。組織文化の
特徴によって、大学の方針や教職員のミッションが生起するが、法人型組織文化の色彩が強い場合、
その執行が果たしてどのようなものかを考える。法人型の組織文化とは、法人の長が法人全体の方
針を示し、その方針の下に教職員が果たすべきミッションが明らかとなり、その実行が強く要求さ
れる。日本の大学は、一部の国公立大学や株式会社大学及び私立大学14を除き、大多数の国公立大
学は法人型大学の組織文化の特徴を生かすべきことを期待されている。
38 永松利文：変革期における大学
アメリカの大学甲場合、法人格が公的に認められており、法人型の組織文化のもとでは、経営す
る側とそれに従事する側とが明確に分離される。経営サイドは、各種専門委員を教職員の中から任
命し、専門的見地から大学を運営する。ここから洩れた教職員は、実質的に大学運営に対する意思
決定から疎外される。日本の国立大学においては、教員による経営参加が教授会方式という形で実
現していたが、国立大学法人化によって、教授会の経営参加が実質的に不可能なのは、このような
状況が反映されていると推察できる。
法人型の組織文化とは、大学自らが白身の経営に責任を持つことであり、そのためには経営につ
いての専門的知識が必要である。教授会とは、学部等の教員集団の集合体であり、経営の専門家の
集団ではない。そのため、教授会は大学経営に責任をもてない。したがって、教授会は大学経営に
関する検討機関ではなくなる。しかし、その分、学長や理事会の経営責任は重くなる。また、教授
会の経営参画からの排除によって、教員の多数が経営に関する意思決定に参加できなくなり、不満
や反発が高まる。経営側は、大学評価や寄付金の獲得など大学経営に対する業務の集中化によ？て、
対外的な業務が増え、大学運営において、一般教職員との役割の分化がドラスティックに進むため、
相互の情報の共有化や意見交換などが疎遠となるケースが多くなる。そのため、経営側は、一般教
員が直面している諸事情の把握を怠る場合もみられ、大学を巡る外的状況に過敏に反応し、非現実
的なミッションを教職員に課すこともみり、さらに経営側と一般教職員との帝離が進むことになる。
睦人型の組織文化で最も重要なのは、この点であり、いかに素晴らしい経営企画を経営側が立てて
も、それを実行する一般教職員が機能しない状況が生じるケースである。
法人型の組織文化のもとでは、法人の長は絶大な権限を持ちながら、それを内部で行使する場面
において、問題が生じる場合が多い。とくに、国立大学法人化によって法人格を取得したばかりの
各国立大学においては愁眉の課題であろう。このような局面を打開することは容易ではないが、大
学として存在意義が社会的に認知され、また評価機関による一定の評価を得て、量質ともに充実し
た安定的な学生を継続的に確保し、持続的な大学運営を行なっていくためには避けられない課題で
ある。
大学の場合、教学権と経営権を明確に区分する必要があると考えられる。従来、この区分は不明
瞭であっても国家の庇護によって大学は運営できた。大学において教学権は重要であり、教育研究
が確実に実施されることが大学の存在意義であることはいう’までもない。教員は教育のプロであり、
教学権を最大限尊重することによって、とくに教育を充実することに努めるべきであり、これこそ
教授会のミッションであろう。ただし、遺憾ながら、教員は経営のプロではない。したがって、前
ｌ
に述べたように教授会は大学の経営に責任をもて．ないし、また、もつべきではないだろう。
大学は法人であり、自主的な経営が求められる。この大学の経営を磐石なものにするには、学長
や理事など経営陣を支えるスタッフ組織を強化・充実させ、そして、大学の置かれた状況とその打
開のための適切な経営方針を構築し、教学方針を定め、それに基づき、われわれ教職員のミッショ
ンが規定されることを受け入れねばならないだろう。
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（2006年10月16日受理）
